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１．昭和 22 年(1947 年)～昭和 24 年(1949 年) 


















続税に吸収統合され、独立した税目としての贈与税は昭和 25 年の改正で廃止された。 
 































 ６．平成 15 年(2003 年)～現在 

























































実際に日本の平均寿命は平成 27 年の時点で、男は 80.79 年、女は 87.05 年であり、世界
でもトップクラスの長さである。また、平均寿命の年次推移を見てみても、シャウプ勧告
による相続税の大規模な税制改正があった昭和 25 年頃から平成 27 年までの間にその平均





























 相続時精算課税制度の適用対象者となる贈与者は、65 歳以上の親、受贈者は 20 歳以上の
推定相続人（贈与者の直系卑属）である。ただし、贈与者については、平成 25 年度の改正
により、平成 27 年 1 月 1 日以後の贈与につき、その年齢要件が 60 歳以上に引き下げられ
た（相続税法 21 条の 9）。また、受贈者についても、平成 26 年度の改正で租税特別措置法
により、平成 27 年 1 月 1 日以後に贈与により財産を取得した者が、その贈与した者の孫（そ
の年の 1 月 1 日において 20 歳以上である者に限る）であり、かつその贈与をした者がその年
の 1 月 1 日において 60 歳以上の者である場合には、その贈与により財産を取得した者につ


















 この贈与税の額は、その選択した年以後については、通常の贈与税の基礎控除額 110 万
円を控除せず、特定贈与者ごとに、上記の贈与財産の価額の合計額から、複数年にわたり
利用できる非課税枠 2,500 万円（特別控除額）を控除した後の金額に一律 20％の税率を乗
じて算出する（相法 21 条の 10～13）。つまり、単独年であるか複数年であるかに係わらず、












を控除（相法 21 条の 14～15）し、相続税額から控除しきれない金額がある場合には、本
制度にかかる贈与税の還付を受けることができる（相法 33 条の 2）。この相続税額の計算を


































(2) 租税特別措置法 69 条の 4（小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例）
との関係 





等については、この特例の適用を受けることができないこととされている（措法 69 条の 4
の 1）。 


























































下の（表 1）は、国税庁統計年報書から直近平成 26 年分までの贈与税の課税件数を抜粋
したものである。国税庁統計年報書によると、平成 15 年分の贈与税申告人員は 403,651 人
であり、その内、相続時精算課税制度に係る申告人員は 78,202 人であった。その前年の平
成 14 年分の贈与税申告人員は 360,594 人であり、また、平成 3 年分から平成 14 年分まで
贈与税全体の申告人員は毎年前年割れしていたことを踏まえると、相続時精算課税制度の











15 年分以降横這いだったその申告人員が平成 18 年分から年々減少し、平成 23 年分以降か
らまた増加傾向にあることが分かる。この増加傾向に関しては、相続時精算課税制度の影
響ではなく、租税特別措置法による贈与税の非課税措置が多分に影響を及ぼしているもの
と考えられる。具体的には、平成 24 年 1 月 1 日から平成 26 年 12 月 31 日までの間にその
直系尊属からの贈与により住宅取得等資金の取得をした特定受贈者が、住宅用家屋の新築、
取得又は増改築等について一定の要件を満たす場合には、その贈与により取得をした住宅
取得等資金のうち一定額については、贈与税の課税価格に算入しない（租法 70 条の 2）と
するものや、平成 25 年 4 月 1 日から平成 27 年 12 月 31 日までの間に、30 歳未満の個人が、
その直系尊属から一定の教育資金の贈与を受けた場合には、1,500 万円までの金額が贈与税
非課税とされる（租法 70 条の 2 の 2）ものなどが挙げられる。 
 
〔贈与税の課税件数の推移〕                       （表 1） 
 
年分 件数 　（件） 年分 件数 　（件） 年分 件数 　（件）
平成元 527,756 16 403,814 22 310,324
2 583,693 内　暦 322,282 内　暦 261,143
3 573,155 　　　　精 83,690 　　　　精 50,663
4 541,503 17 405,332 23 340,243
5 554,696 内　暦 325,925 内　暦 292,559
6 529,657 　　　　精 81,641 　　　　精 49,204
7 520,701 18 369,763 24 355,924
8 512,070 内　暦 287,992 内　暦 311,163
9 486,958 　　　　精 83,290 　　　　精 46,207
10 455,118 19 358,832 25 401,716
11 445,132 内　暦 270,857 内　暦 351,010
12 414,828 　　　　精 89,571 　　　　精 52,492
13 376,198 20 325,060 26 438,812
14 360,594 内　暦 252,403 内　暦 388,806
　　　　精 74,138 　　　　精 50,006
15 403,651 21 310,944
内　暦 327,144 内　暦 246,254










〔課税状況の推移（相続時精算課税分）〕                （表 2） 
    
年　分 区　　　　分 　　　人 　員　　（人） 　金 　額　　（百万円）
平成１５年 取 得 財 産 価 額 （ 本 年 分 ） 78,202 1,161,273
特 別 控 除 額 78,202 1,058,582
特 別 控 除 後 の 課 税 価 格 3,935 103,015
贈 与 税 額 3,935 20,607
平成２０年 取 得 財 産 価 額 （ 本 年 分 ） 74,138 934,425
特 別 控 除 額 73,352 839,238
特 別 控 除 後 の 課 税 価 格 3,433 92,743
贈 与 税 額 3,434 18,924
平成２５年 取 得 財 産 価 額 （ 本 年 分 ） 52,492 634,487
特 別 控 除 額 51,457 531,041
特 別 控 除 後 の 課 税 価 格 3,827 103,544
贈 与 税 額 3,827 20,748
平成２６年 取 得 財 産 価 額 （ 本 年 分 ） 50,006 608,930
特 別 控 除 額 48,718 498,600
特 別 控 除 後 の 課 税 価 格 3,771 110,330
贈 与 税 額 3,771 22,121      
 
上の（表 2）から分かるように、｢取得財産価額｣の人員のうち、｢特別控除後の課税価格｣
の人員が占める割合は、平成 15 年分と平成 20 年分でそれぞれ 5％程度、平成 25 年分と平

































































































 連邦遺産税は、2001 年に成立した Economic Growth and Tax Relief Reconciliation Act 
of 2001 により、2010 年から廃止される予定であった。しかし、結局は 2010 年 12 月に成

















































































配偶者 500,000             
子供、養子 400,000             
孫、ひ孫 200,000             
父母・祖父母（相続の場合） 100,000             
その他 20,000              





































（Dominion-provincial Tax Rental agreement）に基づき、租税分与の形式で連邦相続税
の 50％の譲与を受けるという条件の下で、ケベック州とオンタリオ州を除く各州は相続税
から撤退することとなり39、連邦による相続課税の一本化が図られるようになった。その後、






































































入され、その後の 1985 年にケベック州が廃止を宣言したことにより、1986 年以降カナダ













 ④ 資産移転に関して、所得を重視するのであれば受贈者課税を行うべきであり、消費 
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